



1.は じ め に
今 日,ほ とん どあ らゆる国 々は,厳 しいイ ソラ レーシ ョソに悩 ま さ れ てい
る。1973年末に起 った石 油危機を契機 として各国 の物 価 まこれ まで),r[Lなぐその 一
騰勢を増 レて きている。 ちなみに.,主要各国 の消費者物 価指数の動 きは,1970
年 を100と して1974年には次 の よ うで ある。 オ ース トラ リア141.5,オー ス ト リ
ア131.1,ベ ル ギ ー132.6,カ ナ ダ128.6,デ ン マ ー ク142.2,フ ラ ン ス136.3,
西 ド イ ツ127.1,イ.タ リ ア146.3,オ ラ ン ダ137.3,ノ ル ウ ェ ー133.9:ス ウ ェ
(1)
山デソ133,ア メ リカ127。この よ うな各国に おけ る消費者物 価の最近 の4年
間における上昇は,そ れ以前における約10年間の上昇率に匹敵す るか,や や も
するとそれを凌 ぐもので さえ ある。.、
他方,主 として 南ア メ リカに おけ る国 々に 目を向け ると,先 と同一 の期間 に
おけ る消 費者 物 価 指 数 の動 きは,ア ル ゼ ンチ ン425;ブラジル201,チ リ5812,
(2)
ペル ー146.5,ウル グア イ700と な って お り,ペ ルWを 除 く国 々の物 価 上 昇率
は,先 の先進諸国 のそれ らと比べ極めて大 で ある。 これ ら南ア メ リカ諸 国にお
いては,い ずれの国でも,固 定資産の定期的再評価が一般に認め られた会計実
践としてすでに定着 しているし,な かでもブラジルでは貨幣制度に対する信屠
回復を 目指 し,イ'ソフ レーシ ョソが現存す る とい う状態 を是認 した うえで,い
わ ゆ る 価 値 修 正(m・netarycorrection,correGaOm・netaria)がお こ な わ れ て い
る。価値修正 とい うのは,債 権 債務 の額面金額を インフ レーシ ョンの率に合
わせて定期的 に修正す ることであ り,と くに国債,一定期預 金,銀 行 ローンな ど
について実施 され てい る。 きわめて異常 ともいえ るほ どのイン フレーシ ョンに
みまわれているこれ ら南アメ リカ諸国が固定資産再評価などの手段にようて,
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会計 に及ぼす インフ レーシ ョンの影響を考慮 している現実は容易に納得で きる
ところである。南 アメ リカ諸国におけ るインフレーシ ョンと会計 に関す る問題
については別稿において論ず るつ も りである。
南アメ リカ諸国のインフレーシ ョンと比べれば,先 進諸国の物 価の動 きは相
対的に低いが,第2次 世界大戦後の西 ドイ ツやわが国では未曽有 のインフレー
シ ョンを経 験 して きてい る。今 日,と くに イ ギ リス とア メ リカに おい てイ ンフ
レーシ ョン会計の制度化への論議が大 きくなって きている。本 稿では,こ れ ら
の新 しい動 きをも含めて,第2次 世界大戦後か ら今 日にいたるまでの主要各国






1・:2.オ ー ス ト ラ リ ア
.'オー ス トラ リア で は,チ ェ ソ バ ー ス(R.J.Chambers)'が再 売 時 価 主i義会 計
(1)
論 を主 張 しsま た,ギ ソザ ー(RS.Gynther)が企業 実体 維持 論 すなわ ち取替
(2)
時価主義会計論を強 く主張 して きてお り,こ の ことは広 く知 られ てい るところ
で あ る。 しか し,'現実 に,オ ース トラ リアの会計 実 践は どの よ うにイ ソフ レー
シ ・ヨソ に 対 応 し て い る の で あ ろ うか 。 ス キ 十 ッ ペ ソ ス(R .W.Scapens)の調 査
(3)
研究書 によるとお よそ次の よ うである。
物価水準変動あるいは個別価格変動に関するオース トラリアの会計実践はき
わあ'て弾力的である。監査人は,資 産 再評価についても,採 用 された再評価の
方法が財務諸表ゐ脚注に明記されていれば,適 正意見の監査報告書を示すこと
ができ るとい う見解を とっている。時価主義会計論者 の ギソザ ーが社長をして
いるある会社の場合には,事実,特 殊価格変動修正のための詳細な会計組織を
採用 してい るが,そ の会社 の監査をおこだ っ'てい る監査法人一 これはオース
トラ リアにおける8大 監査法人 のひ とつである一 は適正意見を示 している。
'しか し
,オ ース トラ リアに おけ る多 くの会 社 がそ うで ある とい うわ けではな
いc過 去20年間にオース ト7リ アの大会社}ま,資産 の再評価を実施 して きてい
(691)主 要各国における資産再誕価法と価格変動会計の現状について83
るが,そ れは,'臨時的な ものか ら会計組織 め基本 に友ぶ ものまで さまざまであ
る。にもかかわ らず・ オース トラ リアで用 い られて きて蘇 る会計実 践には重要
な特徴がある。ほ とんどすべての会社は再評価の基礎として特殊価格指数を使
っている とい う点 である。 オース トラ リアの会社法は,標 準的 な実務をお こな
うことよ りも,採 用 した原則を公表す ることを要求 してい るので,こ のよ うな
(4)
会計実践の弾力性には とくに従順である。
このよ うに,オ ース トラ リアにおける価格変動 の会計上 における取 り扱 いに
は,2つ の特徴がある。 ひ とつは,採 用 した原則を公表すれば,原 則の選択に
弾力性があることであ り,他 は,価 格 変動 を考慮す るに際 して個題資産 ごとの
特殊価格指数を使用するとい う点である。
しか しなが ら,オLス トラ リアにおける基本的 な評価原 則はいわゆる貨幣価
・値安定の公準に立脚した歴史的原価主義であ り,大多数:の会社はこの原則に従
ってい るのが現 状 であ る。 しか し,197〔輝 か ら74年まで の4年 間 に,オ ース ト
ラリアは41.5%の 消費者 物価 の上 昇 を経 験 して き た。・この よ う.なイン フ レー
ションの もとにおいては,慣 習的 な歴史的原価主 義会計 による種 々の欠陥が露
呈して くることは明 らかである。今 日iオ ース トラ リテでは1歴 史的原価主 義
会計のタ陥 を克服す るための方策 が模索 されている。 オース トラ リア会計基準
委員会は1974年12月に丁貨幣の購買力変動 に対す る会計方法(AMeth・d・f
accountingforChangesintheP旺 隻rchasingPower・fMoney)」 と 題 す る 公 開
草案を公表 した し,1975年6 ,月には,「 現 在価 値 会計 の方 法(AMeth。d。f.
CurrentValue'Ac60untlng)」と題 す る 公 開 草 案 を 発 表 し て き た 。 前 者 は,貨
幣購買力変動の影響を考慮 しよ うとす る会計方法 を扱 った もので あ り,・いわ ゆ
る修正原価主義会計の方法である。後者は,個 別資産の価格変動すなわち資産
の取替価格の変動を考慮に入れ ようとする会計方法を扱ったものであ り,いわ
ゆる時価主義会計の方法 である。 これ らの公開草案 を発表 した ことの 目的は,
会計におけ るインフ レーシ ョンあるいは価格 変動の問題 につい宅の論議を よび
おこし・やがては新 しい会計垂準を制定す るための準備をおこな うことにある
とおもわれ る・価格変動の影響を考慮に入れた新 しい会計基準が制度化される
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まで には,ま だ多 くの 曲折を経 るこ とで あろ うが,今 日,オ ース トラ リアでは









・3 .オ ー ス ト り ア
オース トリアにおけ る消費者物価指数の動 きは,1963年を100として70年
(3)(2)
には128,さ らに,197q年を100と して74年に は131.1と,西側 諸 国 の うちに
●
あっては相対的に物佃 ゐ安定 している国のひとつである。
したが って,オ ース トリアにおけ る現行の会計実践は,歴 史的原価主義にか
た く結びついてお り,資 産再評価 は当面,会 計上の問題 になってはいない。
しか し,第2次 世界大戦後の1945年か ら54年の9年 間 に,オ ース トリアの総
合 卸売物価指数は,105か ら839へと実に8倍 にも達す る高 騰を示 した。 この
ような異常なイン フレーシ ョンのも とにあっては,い わゆ る架空利益 までもが
課税対象 とな り,企業の実質が減退 し,しいてはそれが国家の生産能力を縮小
させて しま うことになるとい う危険があった。 この よ うな危険 を回避するため
に,オ ース トリアでは,X959年 に,シ リ ン グ 開 始貸借 対 照表法(Schillinr
er6飾ungsbi垂anzgesetz)が制 定 さ れ た 。 こ の 法 令 は,1953年 か ら55年 まで の
間に,資 産の再評価を実施することを認めた ものであ り,そ れ よ り先 の1949年
に公 布 され た 西 ドイ ツに おけ る ドイ ツr～ル ク開始 貸借対 照表法(Gesetz'種ber
d韮。1:.6H。ung,bilan・ind・u重sch・・M・ ・k・ndl{・pit・1neufest・et・・ng>に な ら ・
た ものである。 しか し,こ のシリング開始貸借対照表法は,す べての会社が開
始貸借対照表を作成するよう求めたわけではな く,単に,再 評価許容量高額を
明 らかにしたにすぎなかった。再評価剰余金は資本金に組み入れ られるかある
(693)主 要各 国 にお け る資 産 再 評価 法 と価 格 変動 会 計 の現 状 に つ い て85
いは資本剰余金 として処理され£)
今 日,オ ース トリアには,貨 幣価値変動に対応する資産評価関係 の法令は存
在していない。 オース トリアにおける会計は歴史的原価主義に立脚 している。
しかし,い わゆ る秘密積立金につながる各種 の税法上の措置に よって,会 社は




㈲Cf・F・li・P・K・1・ ・itsch・A・ ・亀・i・'sA・ ・w・ ・ 乾・1・f1。ti。 。a.yP,。fit,a。d
Taxati…Ac…nti・gRevi・w,」 ・1yl蜘andK。p董a。eme。tVa1。e、i。
practice一一Th・E・ ・mpl・ ・fA・ ・t・i・.N.A .A.B・11・ti・,A・g・ 。t1961,PP.35一
95.
{4)Cf.R.、V.Scapens,op.cit.,pp .28-29.
4.ベ ル ギ ー
ベル ギー も,オ ース トリ.アと同様 に,物 価 は比較的 安定 してい る国 で あ る。'
消費者物 価 指数 は,1963年の100に対 し,70年に129で あ り,さ らに70年を基
準に して74年には132.6にな って し結 ㌔.
それゆえ,今 日ま℃ ベル ギーの会計関係の機 関か ら,会 社の公表財務 諸表
におけ るインフレーシ ョンの取 り扱いに関す る勧告もしくは報告が出され た こ
とはない。 ベル ギーのほ とん どの会社は,年 度 財務諸表を作成す る場合 歴史
的原価主義を固 く守っている。ほんの少数の会社で任意の資産再評価を実施 し
た例はあるカ㍉ 税法上では再評価剰余金は利益 とみなされている。
ベル ギーの会計 史上,資 産 再評価が認め られたのは2回 だけである。最初の
は戦前 で あ り・'2度目の は1946年で あ った。1946年の資産 再 評価 は,1940年
以前に取得 し・戦後において もなおかつ使用 されている固定資産 についてのみ
実施 され た。 、
ベルギーにおけ る評価の基礎は歴史的原価である魁 他の国 々におけ'る'のと
同じように ベル ギーにも税法上 の特別措置は存在 している。 た とえば,あ る産
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業では,年 度財務諸表における減価償却費 の 計算に加速償却率(正常の2倍〉
(2)




カナ ダの消費者物 価 指数 の動 きは,1963年を 重ooとして70年には126,70年
を基準に74年には128、6(£比較鞍 定 してい る.し たがって,こ れ鶉 価
格変動昂るいは物価水準変動をめ ぐる会計問題はあま り表面化してきてはいな
かった。会計上の詳価基準は,イ ギ リスのそれ と同 じよ うに,歴 史的原価主義




だけでな く,鑑 定評価額 も認 め られ てい る。 しか し,実 際には,要 す るに原価
(2)
を評価基準 とす る企業が大部分を占め る…………」 とい うことである。
カナダにおいて,固定資産 の評価に鑑定評価額を用 い て い る会社として著
名 な め は,カ ナ ダ ・イ ソ ペ リア ル ・タ バ コ社(lmperialTobaccoCompanyof.
CanadaLimited)であ る 。 こ の イ ソ ペ リア ル ・タ バ コ社 は,1960年 以 来 毎 年,
固定資産および減価償却費を取替原価基準に もとづいて評細 している。その場
合 の 反 対 側 勘 定 は 「資 本 増 価(c・pitalincrement)勘定 」で あ り・'Shareholdcrs'
(3)
RiskCapita1の1区分 と し て 表 示 され て い る 。
'しか し;カ ナ ダにおい て
,イ ソ ペ リr込ル ・タバ コ社 の よ うに,価 格 変動 の影
響を会計上積極的に とり入れ ている例はきわめて少数 であ り,一 般的には・価
格変動会計あるいは物価水準変動会計の意味を周知 させ,.この問題に関する論
議を よびおこそ うと努めているのが カナダの現状 である。
た とえば,カ ナダ勅許会計士協会 は,・カナダにおけ る時価主義会計論者 とし
て知 られ る ローセ ソ(L.S.R。sen)を援 助 し,「 現在価 値会 計 な らびF'価格水
【 ・
準 修 正(CurrentValueAccountihgandPrice-LevelR6statements)」と 題 す る
調査研究書を1972年に発表 している。ガナダ勅許会計士協会調査研究部長は,
(695)主 要 各 国 に お け る資産 再 評 価 法 と価 稲i変動 会 計 の 現状 につ いて87
同書における序言 において}「 この研究に関す る基礎調査 によると,歴 史的原
価の価格水準修正会計 と現在価値会計嫁同義語とみなされることが多 く、この
2つの概念 とそれ ぞれ の目的の相違は完全には理解 されていないよ うである。
したがって,こ の よ うな誤解 を とき,こ み2つ の概念 とそれぞれを実 践す る方
法に縛 る相違についての理解を深めることにとくに臆 が払われていざ1)と
述べ てい る。
しか し,カ ナダで は,そ の後,物 価水準変動会計 に関す る公開草案 も発表
され,さ らに進んで,現 在では,む し.ろ取替原価 あるいは現在価値による測定
の方が望ましいとする会社の一致し憶 見力禰 ら泌 に至ってし果 すなわ
ち,カ ナダでは,今 日,取 替原価会計あ るいは現在価値会計に対す る認識 が深
まり,い わゆる時価主義会計 を制度化 しょ うとす る動 きが急速に進んでいるの
で あ る 。
'(1)Cf
.i飢ernationlFinancialStatistics,op .clt.,pp.93-91.
(2)日歩開発銀行設備投資研究所編 「実例研究 海外の企業会計」 日本経済新聞社196ペー ジ。
㈲Cf.W.B.Coutts.AnAdoptionofReplacementValueDepreciation .The
CanadianCharteredAccountants,May1962,p.479.




val・emea・u・em・ 盒t・H…r・d・ 北Fi・ ・ncl・IE・・c面 ・e,6・t・berl975,P.22.
6.デ ン マ ー ク
く
デンマークの会社法の規定に したがえば,固 定資産 の再評価は認め られてお
り,固定資産再評価 剰余金は資産価額の評価減あるいは株式配当のかたちによ
る資本金への組み入れ の場合にのみ取 り崩す ことがで きる とさ れ て い る。会
社法 は・ 一般に・ 公表財務諸表は適正 に して保守的な経営実 践(pr。perand
C・nservative'、businesspractice)にの っ と っ て 作 成 さ れ 塗 け れ ば な ら な い と 要 求
している。評価原則についでは,会計諸表は貸借対照表項 目の評価ならびに勘
定の記載に関して,良 い会計実務にしたがって作成 されなければならないと規
定しているにす ぎない。 デソマ磁ク会計士協会では,こ の良い会計実務(good
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accountingpractice)とセま何 で あ る か を 明 らか に す る た め に,1973年12月 に 特
別委員会を設けて検討 してい る。現在,デ ンマークでは,不 動産 について4年
に1度,公 式の鑑定がお こなわれ てお り,こ の価 額が公表財務諸表に記録 され
る再評価額の基礎 として使われている。減価償却費計算は税法の規定にしたが
ってお こなわれてお り,加 速償却の方法 が認め られる場合 もある。税法では,
醸 轍 の固定賢顔 額を基礎峨 価償却をすること鷹 められてい縄
.なお,今 日,デ ンマー クの コペ ンハ ー ゲン証券取 引所 に上 場 さ れ て い る会
社 は268社 し か な く,こ れ を 監 査 す る 欽 定 会 計 士(stateauth・riledpublic
(2)







7.西 ド イ ツ
ドイ ツは,今 世 紀 に入 って,空 前 の イソ フ レーシ ヨーソ を2度 まで も経 験 して
きて い る 。第1は,第1次 世界 大 戦 に敗 れ た1918'》23年にか け てであ った。 当時
(1)
の 未 曽 有 の イ ン フ レ ー シ ョ ン を 契 機 に,シ ュ マ ー レ ソ バ ッハ(E.Schmalenbach)J
(2)(3)(4》
マ ー ル ベ ル ク(W .Mahlberg),ゲ ル ド マ ッ ハ ー・(E.Geldmacher),シ ュ ミ ヅ ト
(F.Schmidt)など,多 くの ドイ ツ会計 学学者 が価格 変動 時 に おけ る利 益測定
問題の研究にか りたて られた ことは周知 の ところである。今 日で もなお,そ れ
らの業績は高 く評価 されてい為し,価格変動会計論の再検討に際 してはつねに
引 き合 いに出されて もいる。
当時 の 異常 な イン フ レー シ ョンの もとに あ っては,紙 マル ク¢)機能 は全 く失
われ,健 全 な会計 などまず不前能な状態にあった。1924年に,逼 貨の改革がお
こなわ れ た が,同 時 に,いわ ゆ る金 マル ク貸借対 照表 法(G・ldmarkbilanzgesetz)
炉成立 し,会計上の諸数値は金マルクに修正された。
第2は,第2次 世界 において ドイツが再び敗戦国 となった後のことである。
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この 当時 の と りとめ もな いイン フ レーシ ョンの状 態は,・1例をあげれ ば,戦 前
ρタバ コの値段 がお よそ0.033RMであ った のに戦 後 には10RMに もな るほ ど
激 しい ものであった。すなわ ち,ラ イ ビスマル クはその価値 と機能を全 く失っ
ていたのである。 にもかかわ らず,ド イ ツ会社法は貨幣価値安定の前提の うえ
に規定 され,原 価主i義か らの離脱は法的 にはで きなかった。 ドイ ツでは,1948
年6月20日に再び通貨の改革がお こなわれ,ラ イ ビスマルクは ドイ ツマルクへ
と切 り替 え られ た。同時的 に,1949年8月21日には,ド イ ツマル ク開始 貸借対
照 表 法(DeutscherMarkEr研nungsbilanzgesetz)が成 立 し た 。 こ の ドイ ツ マ
ルク開始貸借対照表法は,単 に通貨の切 り替えと同じ率での修正を求めたもの
ではな く・ たとえば・ 固定資産,棚 卸資産 については鑑定値や取替価値を基準
に,貨 幣価値項 目につ.いては通 貨改革の率 と同 じ10分の1と い う基準に よる修
正を求めた。それは,通 貨改革以前の世界大戦や大戦に起因する異常なイソフ
レーシ ョンに よる会計上 の混乱を整理 し,諸 々の歪みを以降に もち越 させ なく
するとし}う配慮に よるものであった。同法の一般評価原助は,資 産 は貸借対照
表作成 日の価値を越える価額で表示 してはな らない と規定 している。 この評価
原則は・すべての資産をできる限 り現在取替原価に近い価額で再評価すべきで
あるとす る同法の基本 目的に沿 ってい る。すなわち,こ の評価規定は,資 産の
過大評価を防止 しよ うとした ものであるが,す くな くとも暗には資産の過小表
示を大取 みているのであ乳
今 日,ド イツ諸法規(株 式洗 商法など)は原価主義あ るいは低価法の立場を
とってお り,資産 の上方への再評価 は認め られ ていず,そ れゆえ,固 定資産 は
減価飾 費累計雛 除後の肺 で記継 れてし黒
しか し,1950年代以降 ,会計理論の局面では,数 多 くの進展がみ られてい
(7)
る。 た と え ば,・ミく ユネ ッ トラ ー(A .Schne団er)によ る経 営 相 対 的 給 付 的 資 本
繍 論 ～ ク(8)(K.E-lax)による資本.実 儲 合計 靴 工 ヅカ5㍗(11.
E・ka・dt)による給 付等量的 ・発展順 応的実体 維持論,ホ イ.エル パ ウ(1Q1.)(E.
(11)
Feuerbaum)によ る 両 極 的 貸 借 対 照 表 論,エ ソ ト レス(W .Epdres)によ る 経 営
維持論などがその代表である。
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他方,今 日,実 際的問題 と して ドイ ツの会計人 ρ間では,現 在 価格 に よる資
産再評価の問題が再検討 されは じめている。反面,一般物価水準指数を利用す
(12)・




















8.フ ラ ン ス
■
第2次 世界大戦以降 フランスにおいてもきわめて重大なインフ レーシ ョン
が競 い鵡 この盆ソフ レ白シ 並ソに対 応 した フラシスの措置は,い わゆ る資本
維痔会計 の積極的導入であ り,具 体的に}馬1946年以降に実施 された一連の貸
借対照表再評価であった。
1945年当時における貸借対 照表再評価 幅 第2次 世界大戦後のイソフV一 シ
●
ヨソに対す る後始末 としての措置であ ったが,そ の後 も依然 として物価の騰勢
は衰えず,冒1947年以 降一連の貸借対照表 再評価が実施 された。
これ らの再評価において,固 定資産は流動資産 と区別 さ払 指数による修正
がおとなわれた。各会計年度にお小て使用される指数}涛 公式の政府刊行物に
発表 され,建 設資材ジ木製品,鉄 製品の卸売物価指数を基礎に計算 された。棚




フランスでは,新 フランへの通貨の切 りかえに伴 って,貸借対照表再評価は,
童959年12月28日改正 の法 令が最 後 の もの とな った。 この法令 では,1959年12,月
25日以前に締切 られ た会計年 度の過去3カ 年の平均売上高が500万フラン以上
であった会社畦㍉ その固定資産を最高限度いっぱいまで再評価することを義務
づけ られた。最終ゐ強制再評価法以外では,再 評価税は課せ られていなかった
(1)
が,こ の1956年12月の法令では,再 評価 剰余金に3%の 特別税が課せ られた。
青木脩教授は,フ ランスにおけ るこれ ら一連の貸借対照表再評価を,1946年
までを1期,47-48年 を2期,そ れ以 降を3期 とい うよ うに 区別 され,第3期
の貸借対照表再評価 に関 して,次 の よ うに述べてお られ る。 「この期における
資本維持規定 について特筆 さるべ き こ と は,194年以後の貨幣価値変動 の後
始末を前述の諸方法によって果すとともに・将来においても資奉維持方法炉?
づけて恒久的な制度 として存続すべ きことを主張 した点 であ る。 ここには じめ
、
て・ フランスの資本維持会計が,.単なる事後処理 としてでな く,将 来さの展望
(2)
をもつ恒常的 な制度 として認識 され るにいたったのである」之 。.
しか し,前 述 の よ うに,フ ランス でに,新 フ ランの 導入 お よ.びその後 におけ
る相対的 な物価 騰貴の鎮静化を背景 に,1959年の法令]'Y'1.もとつ く貸借対照豪再
評価を最後に,今 日まで再評価 は中断 されたままにな っている。
{1)Cf.R.W.Scapens,op.cit.,pp.39一 一40.
(2)青木 脩著 新 版 フ ランス会 計学 .財経 詳 報社248ペー ジ。
9.イ タ リ ア
`.
イタ リアの場合,年 度 財務 諸表 の内容 に関 す る規定 は,・民 法(CivliCede)
の2423条に見 られ る。 しか し,そ れは,会 社の財政状態な らびに損益は貸借対
照表お よび損益計算書において明瞭k正 しく表示されなければならないと規定
しているだけであ る。'また,同 洗は次め条文で,貸 借対照表の記載に関す る形
式を示 した後,2425条において評価規定を示 してい'る。 この規定 によれば,基
本的評価原則は取得原価主義であ り;取得原価主義か らの離脱は例外的にしか
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認 め られていない。すなわち,取 得原価にもとつ く評価原則から離脱するため
の特別な理由があるときには,取 締役会および監査役会は,株主に対する報告
書 のなかでその旨を明記 し,基 本原則か ら離脱 した個 々の ケースを正 当化 しな
ければならないのである。 この例外条項を使って固定資産の再評価を実施した
会社は皆無ではないが,税 法上,再 評価に際して生ずる剰余金は利益 とみなさ
れ て しま うので,再 評価 のメ リッ トはな く,し たが って実施 した会社 もきわめ
(1)
て少数 であ った。 イタ リアの現行制度は,取 得原価主義に固 く結びついている
とい え る。
しか し,イ タ リア も,ド イツやわが国 と同 じ く,第2次 世界大戦 に敗れた
後,き わ め て異常 な イ ン フ レーシ ョンを経 験 した。 この戦 後 の 悪性 イ ン フ レー
シ ョン に対 応す るため,イ タ リア では,1946年 か ら1952年に かけ て貸 借対 照
表項 目の再評価が実施 された。
、 鬼
1946年の資産再評価 は,もきわめて単純な方法 でおこなわれた。すなわ ち,資
産の取得年度に無関係に,す べての資産にひと・つの係数が乗 じられただけであ
った。最後 の資産再評価に関す る特別立法 は,1952年2,月11日付の法 律第74号
であ る。 この特別法に よると,会 社は,1946年お よびそれ以前に.取得 した現存
の有形固定資産を再評価することが認め られた。ただし,これは強制的なもの
ではなかった。 この再評価 において使用すべ き係数は,法 令 のなかで規定 さ
れ,個 別資産はその原価に取得年度の指数を乗じた価額で計上 された し,減価
償却費も再評価後の資産価額にもとづいて計算することができた。さらに詳 し
く言 うと,確 立 した市場価格を もっている資産 の再 評価 については,現 在の市
場価格 と適正な指数を乗 じた原価 との うち低い価額で再評価 された。1952年の
ときの再評価法では,資 産再評価 と同時に,株 主持分勘定 も定め られた係数に
よって修正された。そ して,資産再評価剰余金の うち,株 主持分勘定の増額分




この よ うに,1952年に おけ る最 後 の資産 再 評 価法 以 降 では,取 得 原価.__.Fyよる
(7{〕1)主 要 各 国 にお け る資産 再 評 価 法 と価 格 変動 会 計 の現 状 に つい て93
評価原則が固 く守 られてきている。今 日,EECの株式会社法制定 の動 きに.同調
し,イ タ リアで も法改正のための論議はなされているが,実 現す るまでには,
(3)










10.オ ラ ン ダ
ニオラソダにおいては,会 計関係の諸法規 が きわめて自由であることと,他 方
で》 「健 全 な 経 営 実 践(soundbusinesspractice)」を 貫 徹 し よ う と す る オ ラ ン
ダ諸会社の経営者団体の姿勢などを背景として,これまで半世紀以上にわたっ
(1)
て,い わ ゆ る 「取 替 価 値 会 計(rep且acementvalueacc・untihg)」・が 現 実 に 実 践
され て きて い る。
オランダの取 替価 値会計理論は,ア ムステルダム大学の ビジネス 兜エ コノ ミ
ック ス の 指 導 者 で あ っ た り ソ パ ー グ ぐfheqdoreLimperg)教授(187g-19&1)の
(2)
アイデアに よる ものであ る。以 来今 日まで,リ ソパ ー グ教 授の思考 は,オ ラン
ダの会計に きわめて大 きな影響を与えて きているし,今 日のオランダ会計人の
世界 における活躍 と発展が リソパーグ教授 の貢献に依存 していることは疑 いの
な い ところであ る。
リソバ・一グ教授に よる取 替価値理論の最:も重要な基礎概念は,企 業継続 性の
概念である。すなわち,「 経営者 は,企 業 の存在を維持 しなければな らない。
そのためには,で き うる限 り長期 にわたって企業の生存能力を保持す ることが
必要である。管理者橘 その能力のかぎりにお い て,企 業の継続的存在を危
機に陥れるようなすべての失敗を一 自分自身ρ失敗 と同時に部下の失敗をも'
一 避けなければな らない。第1に,こ の義務 は,企 業の継続的存在に必要 な
ρ
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具体的富がそこなわれることな く保持されなければな らないことを意味 してい
謂 と基礎齢 としての企業の継続髄 認 のである。企業の雛 的存在に必
要な具体的富がそこなわれずに保持 されてい くためには,具 体的には,企 業の
生産活動において費消した財貨,用 役が同 じ能力において補充されなければな
らな:い。費消した財貨,用 役の同じ能力における補充すなわち費消用役の取替
とい うことが取 替極値会計 の中心テ ーマ と:なるわけ であ る。費消 した財貨,用
役 を同 じ能力 において取 替えることによって,生 産能力 としての企業の維持が
補償され るし,し た が って企業 の継続的存在がはか られ るわけである。 しか
,
し§ その際,経 済成長や技術進歩の存在す る現実 においては,「 取 替」は同一
昏
の ものへの取 替 とい うよ うな硬直的 な ものではな く,成 長に順応す る取 替を も




理的方法は,経 済的評価が取替価値を利用 してお こなわれることである。
(5)
さて,オ ランダの企業会計実 践をみ ると,1970年1月の調査に よれば,ア ム
ス テル 、ダム証券取引所 に上場 してい る商工業 の会社259社の うち39社すなわち
15%の会社 が取替 価値会計 を実践 してい るとい うととである。 また,'財務諸表
、
において,取 替価値をなん らかの形で考慮に入れている会社を も含めると,上
場会社 のお よそ半数に も達 している。 しか も,取 替 価値会計 の実践は,固 定資
産 に巨大な投資をしている会社ほど一般的であ り,大企業による取替価値会計
の 実践が進 んでいる。
オランダにおいて取替価値会計を実践してい る これ ら数多 くの企業のなか
で,と りわけ著名なのは,オ ランダに本社 を もつ世界的軽 電器 多目カーである
フ ィ リ ッ プ ス 社(N.V.PhilipsGloeilampenfabrickcn)であ る 。 本 稿 で は,フ ィ
リップス社が実践している取替価値会計の内容を詳論す る だ け の紙幅はない
(6)
が,簡 単 に,フ ィ リ ップス社 の会 計 の 目的 とシス テ ムにつ い て示 して お く。




(2)その会計システムは,予 算な らびに標準原価 のシステムにもとづいてい
る 。. 呪
・③ それ は,権 限分散 されている。組織の各部門は各 々の会計部門を有 して
お り,それぞれが毎月,そ れぞれの部門の損益計算書 と貸借対照表を作成 して
お り,そ の場合,全 社的に統一 された会計原則が適用 され る。
(4)フィリップス社 は,資 産 の取 替価値の変動に由来す る株主持分の変動 は
「利益 」で は ない とい う考 えを もって い る。
⑤ すべての階層における責任ある管理者は,定 期的に,利 益 と利用した資
本について,そ の総額な らびに内訳を報告 しなければな らない。
す なわち,フ ィリヅプス社の場合,取 替価値理論は,組 織全体の年 度会計諸
表を作成す るのに利用 され るたんなる計算技術ではな く,そ れは,企 業 の各部
門の会計 システムに組み込 まれ ているのである。経営管理のためのあ らゆる情
報が フィリップス社の原則に したが って集め られ,取 替価 値は自動的 にすべ て
の管理者 の思考 に入 り込む よ うになっているのである。
この よ うに,オ ラン ダでは,フ ィ リ ップス社 の会計 シス テ ムに代 表 され る よ
うな取替価値会計が広 く実践されているのである。
-




定している。 また,こ の新法 において,50%超の資本 を投下 している子会社を
集めた連結財務諸表の作成 も求め られている。 この企業財務・諸表怯は,会計原
則に関し,資産 と負債の評価な らびに損益算定の基礎は経済的社会的生活にお
いて認め られるとみなされる基準にそって設定 されなければな ら堆いと規定 し
ている。商法改正の前すな わ ち 工970年以 前にに,会 計 原則は,健 全な経営実
践にそって設定 され る とされていたが,そ の意味内容 に限界 があるとい う理 由
で,改 正後,経 営者団体,労 働組合,'オランダ登録会計士'協会な どで構成 され
た会計基準珊究委員会が設け ら払 「経済的 ・社会的生活において認め られ う
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る 基 準(standardswhichareacceptablelneconomicandsociallife)」 ・と は 何
であるかが検討 された。1973年に,こ の 会計基準研究委員会は報告書を発表
し,固定資産は現在取替価値基準にもとづいて計算されるべ きであるとその見
(7)
解 を示 した。 したがって,オ ランダにおいては,取 替価値会計の実践が今後さ
らに大 きく広 まってゆ くもの と予 想されている。


















11.ノ ル ウ ェ ー
ノル ウェーの株式会社法によれぽ,財 務諸表を作成する際における基本的評
価原 則は,歴 史的原価 である。 したがって,固 定資産は,通 常 減価償却引当
金累計額控除後の原価 によって記録されている。ただし,固定資産の正味帳簿
囎
価 額が,将 来の営業活動に よって回収す ることので きる価額 よ りもいち じるし
く低 い場合 には,固 定資産を再評価す ることが認め られている。その場合の評
価基礎には取替原価が使われ るのであ為力㍉ ひとつの会計年度において全額を
再 評価することはで きない。単一 の年度では,評 価増は増価分 の20%に限定 さ





には,こ の減価償却率をこえて償却す ることは認め られていない。再評価を実
施した場合には・株主に対する報告書において再評価に関する詳細を公表する
ことが法的 に義務づけ られている。
しか しなが ら,ノ ル ウ ェーにおいては,固 定資産は取得原価に もとづいて計
上 され るのが きわめて一般的である。現実 に,株 主 に対 する報告書のなかで,
利益あるいは持分に与え るインフレーシ ョンの影響について情報を示 している
会社はほとんどないし,非公式の財務諸表において資産再評価をおこなってい
る会社 の例 もまれである。
今 日,ノ ル ウ ェーで も価格水準変動に関す る会計問題につや・ては,幅 広 く論
議されてはいるものの,一一般に認め られた形での意見表明を見い出す ことはむ'
(1)
ずか しい よ うであ る。
(1)Cf.R.「W.Scapens,op.cit.,pp.46-47.
12.ス ウ ェ ー デ ン
ス ウ ェーデンの会計実践は,マ クロ経済的観 点か ら規定 されていることで著
名であ る。ス ウェーデンにおける財務会計は税務会計 と一体 となっている。す
なわち,ス ウ ェーrデソでは,同 国の経済政策の基本一一企業経済の景気変動を
極力おさえ,経済の安定化をはかること一 が税法の諸規定に直接的に表現さ
れ,実 行 され てい るので あ る。
ス ウェーデンの会計原則すなわち税務原則のなかでもっともマク ロ経済的観






してしま うことさえ税法で認め られていたのである。 しか し,こ の自由減価償
却制度は・数年 の猶予期間を経て,1955年には法的な制約を受け ることになつ
一
4・ た と え ば,ス ウ ェ ーデ ン ・ボ ー ル ベ ア リ 〃 社(Th・Sw・di・hB・11Bea,産。g
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C。mpany)の1959年の財務 報告 書 には 次 の よ うな 説明 が見 られ る。1959年の固
定 資 産 減 価 償 却 費 は,33,17五,209クロ ー ナ(1958年は27,574,605ク・ 一ナ)で あ
る。 現行 の税法 にて らして,1955年 か ら1959年に取 得 した機 械,工 具,家 具
な どについては原価 の20%を減価償却 した。1955年以前に取得 した この種の資
産はすでに全額が償却済みである0建物等の減価償却は通常の原則にそってお
こなった。現行の税法に よって減価 償却が規制 されず,当 社 の従来通 りの原則
を 適 用 し た な ら ば,今 期 の 減 価 償 却 費 は,40,300,000ク.ローナ),T'¥...なっ た は ず で
(1)
あ る 。
さて,自 由減価 償却制度が規制 された理 由は,(1)景気変動 をおさえ,イ ンフ
レーシ ョンを防止 じょ うとす る政府の投資政策 の 目標 と,② この自由に設定で
きる減価償却引当金によっておこなわれる民間企業の投資(戦 後のスウェーデン
では,この自由減価償却制度に刺激されて,企 業投資の大部分は内部的に資金調達され
てい五)との間蘭 然的鄭_致 があったためであ(鉱 すなわち,繍 の錠
化 とい う政府の目標を達成するためには,従 来では民間企業が自由におこなっ
ていた投資を,政 府が必要と考える産業部門に集中的に振 り向けさせることが
要請されたわけである。民間投資を政府の望んでいる部門に振 り向けるための
刺激策が1955年に導入 された投資準備金制度}ごほかな らない。 したが って,投
資準備金の設定は,本質的には会計技法ではなく,経済政策の用具であるとい
え る 。
投資準備金に繰入れることので きる最高限度は,.税引前営業 利益 の40%であ
る。そ して,投 資準備金繰入額の46%がス ウェーデン中央 銀行に預金 されるこ
とを条件に,投 資準備金は,積 法上,控 除可能項 目として認め られ る。 この預
金 に は利 息はつ かな い。 事実上,・この46%の 中央 銀 行 への預 金 は,一 ・定 の条件
の もとでのみ使用す ることので きる納税 とみることもで きる。ス ウェーデンの
現行の法人 税率はほぼ50%であることか ら,・企業 に とって流動性の点か らわず
かに有利 となる46%とい う数値が選ばれ ている。 こり投資準備金は,政 府の労
働市 場 局(theLaborMarketB。ard)の認 可が な い限 り,取 り崩 して使 用す る
ことができない。政府の認可を得て,そ の資金を建物や機械に新 しく投資した
(707)主 要 各 国f・おけ る資麟 副 直法 と価 格 変動 会計 の現 状 に つ い て99
場合,購入 した資産勘定 と投資準備金勘定が相殺 され て し ま うことになるか
ら漸 投資に対する灘 御 曜 めら撫 し・。ただし,利肌 た靴 金の脇
が特別控除 として認め られている。要す るに,こ の投資準備金制度は,雇 傭が
高 く安定 しているときには投資 を制限 し,雇 傭が低 く不 安定になるときまで投
資を繰延べておこ うとす るものである。 したがって,労 働市場局による投資準
備金の使用認可 もこの政策にそ っておこなわれている。ス ウ ェーデンにおいて
は,この投餅 齢 の設定は広 く普及 してい職
ス ウェーデンにおける投資準備金制度がその効果を発揮 した例について述べ
てみ よ う。1962年のは じめに おいて,投 資準備 金はお よそ23億ク ローナに達 し
ていた・そこで・労働市場局は,ス ウ ェーデ略 企業に対 し 今後における投
資準備金の利用計画を検討するよ う勧告 した。1962年の4 ,月になると,1962年
から6細 こかけて・ とくに冬期において,ビ ・腱 継 業部門 に失業の発生す る
危険性が大 きいと指摘された。労働市場局は,同年5月 に投資準備金を ピル建
設投資に使用する認可を各企業 に進んで与えると通告 した。その際の条件は,
計画を1962年11月1日以前 にス タ ・ートさせ,ビ ル 建 設 に対 す る資 本 支 出を1963
年5月1日 以前におこな うξい うものであった。貸借対照表に投資準備金を設
定していた全企業のお よそ30%に当る554社が この認可を うけ,投 資準備金総:
額の30%お よそ7億 ク ローナが取 り崩 され た。1962年か ら63年にかけ ての冬期
に,こ た らの計画に吸収 さたた労働力は,民 間の ビル建設投資にたず さわ った
全労働 の25ない し3・%に ものぼる と撫+さ れてい親
ごのよ うに,ス ウェーデンの会計制度は,政 府の経済政策 を達成す るための
用具となってお り,ま さに税務会計その ものであ るとい うことがで きる。 しか
し・ このよ うなス ウ ェーデンの投鮮 齢 制度セこついては,「 鯉 絵 計のデ
ィスクロージャーを国家政策の用具 として使 うことは別に間違 った ことではな
い。間違 っているのは,国 家の 目的を達成するために健全な会計原則を従 属さ
せてい るこ とであ り,そ の結果 ,'財務諸表 が歪 曲 され て しま うことであ る。 ・..
'…りいかなる理 由があろ うとも
,財 務諸表 を歪 曲す ることは,中 央政府,経 営
者殴 資家にとって撮 大の利点 とはな りえな馬 とい うよう雛 判が起
って
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い る。他方,こ の よ うな批判 に対 し,ス ウ ェーデ ン人 の側 か らは,「 投資準備
金は,た とえば棚卸資産や固定資産の秘密積立金のようにすでに現存するもの
と比べて重要性 は小 さく,歪 みがす こし加わ ったにす ぎない。スウ ェーデンの
財務諸表の利用者は,意味ある分析をおこな う場合には,報 告された利益数値
(6)
やその他 の財務資料を修正す ることが必要であることを知 っている」 と反論 し
ている。ス ウ ェーデンの会計は,マ ク ロ経済的観点に立ち,税 務会計 が優位性















13.ア メ リ カ
1936年に は じまった ア メ リカ会計 学会(A.!』A.)による一 連 の会計 原 則の展
開において,イ ンフレーシ ョンの会計 に与え る影響が は じ め て認識 されたの
は,1951年の追補報告書第2号 「価格水準の変動 と財務諸表 」に.おいてであっ
た。す なわち,こ の追補報告書第2号 では,「 価格水準が変動する場合には ド
ルの価値は安定的状態にとどまっていない。その平均購買力は全体経済の中で
たえず浮動する。近年の価格水準の変動の衝撃のもとで,これまでの慣習的純
益計算方法の適切性に関 し,多 くの目的に照 らして,問 題が提起 されて きてい
る。会計学者の間には,ド ルの主要 な意義はその数にではな くてその購買力に
、 あるのであ り,ド ルの価値が変動する場合にば,事 業上の コス トの会計的測定
(1)
はそれに応 じて修正 され るべ きであると主張す るものがある」 と,財 務諸表の
(709)主 要各国における資産再評価法 と価格変動会計の現状 について101
価格水準修正 に関する問題提起がなされたので あ る。 しか し,こ こにおいて
は,修正計算に取替原価を適用することは基本的に拒否されていたし,結論的





いて価格水準変動 の影響を示す よ う勧告 され るに とどまっていた。
しか しなが ら,AAAの 「会社財務諸表会計お よび報告諸基準(1957年改訂版)
になる と,事 情 は一変 し,今 度 は個別価格変動 の重要性が認識 されたのであっ
た。すなわ ち,1957年改訂版においては,基 礎概念 として,企 業実体,企 業 の
継続性,金 額的測定および実現の諸概念が検討された うえで,資産概念に新 し
く用 役 可 能 性(servicepotentials)の定 義 が 登 場 し た の で あ っ た 。 こ の 用 役 可
能性とい う定義にもとつ く資産価額は,い わゆる割引現在価値によって測定さ
れる。 しか し,そ れは実 践的に不可能 であることか ら,現 実的には,資 産の費
消分 も期 末有 高分 も,当 期 の諸 条 件(currentterms)にも とづい て報 告 され,
鱗 変動から生じた利得ま燃 撒 を区瑚 示すると述べ ら滅 こいたったの
であ る 。
さ らに,AAAは,1964年 にな って,追 補報 告書1号 「土地,建 物 お よび設
備の会計」と2号 「棚卸資産測定方法」を発表 した。追補報告書第1号 は,資
産概念に関しては195?年改訂版の用役可能性の定義を継承 し,具体的資産評価
について,「 同種,同 条件の資産 について確立 された市場があ る場合 には,相
場価格が現在原価 の最:も客観的証拠 となる。土地,建 物 お.よび標準的設備につ
いては,そ の よ うな価格が容易に入手 で きる。同種,同 条件の資産について確
立された市場がない場合には,同 じサごビス能力を提供する資産の購入価格を
参考にして,現鯨 価を縢 る.・陶 と述べ 時価齢 こよ碩 産諦 を説し、
ている。 また,資 産 の費消すなわち減価償却に関 しては,「 ……正常営業活動
からの利益は,企業の営業能力水準を引き下げることなく企業の外部に分配す
ることので きる金額を現在 の ドル で示 した ものでなければな らない。言いかえ
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れば,も 瑠 保すれ鵬 営業能力の拡張セご利用することのできる錨 であ謂
と述べ,企 業の営業能 力維持説を主張 し,技 術変化,需 要 の変化,'一般価格水
準 変 動 の 影 響 は,保 有 損 益(holdinggainsalldlosscs)とし て 区 別 し て 認 識 さ
れ た ので あ った。
(6)
次いで,AAAは1966年 に 「基礎的会計理論」を発表 した。 この1966年の
報告書(ASOBAT)は,1936年には じまるAAAの 一連の会計原則形成運動の
流れに全 く束縛 された ものではな く,新 たにいわゆ る情報理論を適用 した とこ
うに特徴がある。す なわち,ま ず会計情報の基準 として,目 的適合性,検 証可
能性,不 遍性,量 的表現可能性の4つ を規定 し,そ の基礎の うえに,外 部利用
者のための会計情報 と内部経営管理者のための会計情報 とを展開 しているので
ある。 しか しなが ら,ア ペンデ ィクスAr時 価資料入手 の方法」お よびアペン
ディクスBr財 務諸表の例示」において具体的にあ らわれた特徴は,多 元的測
風
亀
定 値(multiplemeasurements)を利 用 し て い る 点 に あ る 。 す な わ ち,そ こ で は
歴史的原価基準による財務諸表 と時価基準による財務諸表が並列的に例示され
てい る。ASOBATで は,原 価基準 と時価i基準による二元的測定が例示 されて
いるのであるが,多 元的測定 の意味か らして,原 価,修 正原価,取 替時価 売
却時価など数多くの基準による並記的財務諸表の可能性 も考え られることにな
る。いずれ にしろ,基 準選択のク リテ リアは各 々の有用性 にゆだね られること
にな る。ASOBATは,こ の ように,伝 統的 会計実務 の枠を こえた財務諸表の
作成方法 の可能性について提案 しているのである。
他方,ア メ リカ公認会計士協 会は,元 来,会 計実務問題のための実践指導に
たず さわ っていたが,1960年代 に入 ると,現 代 の会計実務な らびに会計理論を
根本か ら再検討するとい う理念を打ち立て,一 連の調査研究活動を展開するに
いた った。AICPAの会計調査 研究部に よる調査研究叢書第1号 は,「基本的会
計 公 準 論 ぐrheBasicP。stulates・fAcc・unting)」(1961)であ り,2号 は 「企
業 会 計 原 則 試 案(ATentat重veSet。fBr。aく董Acc。undngpr韮nciplesi。rBusiness
Enterprises)」(1962)であ る 。 こ の 「試 案 」 に よ る と,資 産 は,「 期 待 さ れ る将
来の経済的な効益で,こ れに対する権利が当期 もしくは過年度の取引の結果,
(711)主 要 各 国 に おけ る資歯 垢 半価 法 と緬 格 変 動 会計 の 現状 につ い て ・1D3
企業体によって取得されたもの娠 わ劉 と定義されている.この定翻 魂
のAAA1957年改訂版 におけ る用役可能性 と しての資産 あ定義に きわめて近
似した ものである。また・ とくに固定資産の測定 について,「 ……重大 な出来
事がない場合で もa一 定期間をおいて,お そ らく5年 目ごとに 当該勘定 を書 き
換えることもで きよう・取替原価の計 算を容易に し,ま た実際的かつ客観的に
するためには・建造原価や機械および設備価格についての満足し得る指数を作
咄 賦 これ猷 いに役立つであろξ8並述べ詩 価鮮 による定駒 酸
価を主張している。'
1963年に は,会 計調査研究叢書第6号 「物価水準変動財務報告(Rep・rting
(9)
theFinancialEffectsofPrice-LevelChanges)」 カミ発 表 さ れ た 。 こ こ で は,イ
ソブレーシ ョソが財務報告に及ぼ してレ・る影響の重大性が認識 され,結 論的に
は,一 般物価 水準指 数 と りわ けGNPイ ンプ リシ ッ ト・プ ライス ・デ フ レー タ
ーによって修正 した補足財務諸表 を公表すべ きであると勧告 され ている。
その後,1969年に,AICPAの 会計原 則審議 会 は,ス テ イ トメン ト第3号
「____物価 水 準 変 動 に 対 す る 財 務 諸 表 の 修 正(Financia蓋StatementsRestated
FirGenera】Price-LevelChanges)」を 発 表 し て い る 。 こ の ス テ イ ト メ ン ト:第
3号の勧告は次の ようである。 「当審議会は,r般 物価水準財務諸表 またはそ
の財務諸表か ら導 き出される付帯的情報が,基礎的な歴史的 ドル財務諸表から
は得 られない有効な情報を提供するもの と考 えている。一般物価水準 情報 は,
基本的な歴史的 ドル財務諸表 とあわせて報告されるが,一 般物価財務諸表を基
本的な財瀦 表 として提示すべきではな繍 当ステイ トメントは,そ の前文
(1])
で,「 かか る情 報の提 供 は,強 制 的 な ものでは ない」 と述べ ては い る もの の,
AICPAの会計原則審議会り性格か らみてかな りの権威を もつ ものとお もわれ
る・ しか しなが ら・ 「APBN・.3の発表 は,ア メ リカの一 般 に認 め られ た実務
になん らの衝 撃 も与 え て きては いない01971年のAICPAの 調 査 に よる と,調
査した500社の うち,財 務諸表において物価水準で修正 した情報を提示 してい
(12)
る会社は1社 もない」 とい うのが現状であって,物 価水準に よる修正は,ま だ
アメリカの実務 においては承認を受けた ものではない といえ よう。
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(7)佐藤孝一・ 新井清光共訳 アメ リ:力公認会計士協会 会計公準 と会計原則 中央経済社 134
'ペ ー ジ 。
⑧ 同 書152一 一153ぺ「 ジ。
(9)Cf.A.LC.P,A.ARDStaff.ReportingtheFinancialEffectsofPrice
LevelChanges,1963.片野 一郎 監訳 アメ リカ公認会 計 士協 会 物 価水 準 変動財 務報 告 ■
同文舘。
⑳ 新井清光監訳 ・解説 磯部秀夫翻訳 アメリカ公認会計士協会 物価水準変動会計 同文舘
55ペー ジ。
⑪ 同書43ペ ー ジ。'・:
鋤R.W.Scapens,oP.cit.,P,53。
14.お わ り に
主 要 先 進 諸 国(1オ ース トラ リア,2オ ー ス トリア,3ベ ル ギ ー,4カ ナ ダ, 5デ
ン マ ー ク,6フ ラ ン ス,7西 ドイ ツ,8イ タ リア,9オ ラ ン ダ,10ノ ル ウx一, 11スウ
エー デ ソ,そ して12アメ リカ)で は,こ こ に と りあ げ た 国 以 外 に お い て も, 程度
の 差 こそあれ,イ ン フレーシ ョンに悩 ま され て きた し,今 日で も悩 ま され続け
て きてい る。本稿 では,上 記 の主要 国 に おい て,イ ン フ レーシ ョンが会計上 ど
、
の ように取 り扱われて きている冷を検討 して きた。時期的にみれば, イ ン フ レ
一シ ョソと会計 の問題が とくに重大 であったのは第1次 世界大戦後 と第2次 世
界大戦後 の2つ の悪性インフレーシ ョンの時代である。そしてまた今 日,石油
危機 を きっかけ に,イ ン フ レーシ ョン と会計 の問題 が大 き くク ローズ ア ップさ
れて きているわけである。
第1次 大戦後,ド イ ツや フランスでは貨幣価値の極 端な下落に対応 して,貸
借薄照表の修正が実施 された し,第2次 大戦後においては,ア メ リカを除 く抵
(713)主 要各国における資産再評価法 と価格変動会計の現状 について105
とんどすべての国々で資産再評価が実施 された。資産再評価の法的取 り扱いや ・
頻膨 使用する基準は国によって様々である。 しかし,使用 した基準に関 して




本維持会計 はsl959年の法令 を最後 に中断 され たままにな ってい る。 今 日な
お,実 践 され てい るのはオ ランダの取 替価値会計 とス ウ ェーデンの投資準備金
制 度 で あ るが,ミ ュー ラ ー(G.G.Mueller)は,オ ラ ン ダ の 取 替 価 値 会 計 を ミ
クロ経済的思考 に もとつ く会計 の代表 として と りあげ,他 方,ス ウ ェーデンの
投資準備金制度をマクロ経=済的思考にもとつ く会計の代表 として,そ の両国の
(1)
会計制度を比較研究 している。
今 日,各 国 の会計 においてイ ンフレーシ ョンあ るいは価格変動の問題 は無視
しえない状 態に までなって きている よ うである。各国に,会 計制度再検討 の動
きが見受け られてい る。 と くに顕著なのはイギ リ'ス,カナダお よびオース トラ
リアである。いずれの国もすでに,物 価水準修正と時価主義会計 との2種 にわ





なった とい うことである。 いずれにせ よ,各 国において新 しい会計制度樹立へ
の動 きが急 である。
各国 の会計 におけ るインフ レーシ ョン取 り扱いを検討 した結果,修 正の方法
は もはや修正原価 と取 替時価 との2つ に限定 され るよ・うにお もわれ る。
(1)Cf.G.G.Mueller,Internationa旦Accounting,1967,pp .3～57.兼 子 春 三 監 訳
国際会計論15～86ペ ージ参照。
{2}Cf.D.R.BrinkmanaidP.H.Pre撹iss,ReplacementCostandCurrent一
ValueMeasurement=HowtodoIt,FinancialExecutive,October1975,p.22.
